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ii研究ノート ii

調停好き神話の崩壊 (2・完)
現代中岡紛争処県手続利用の変化が意味するもの

王 冊

はしがき

信 l章 人民調停の制度的f!l~組の変遷

第 2草 人民調停と裁判の利問の変化

的3章 人民仁川停衰退の原岡とすて直しの劃Jき

1 人民調作はなぜ利用きれなくなったのか

(1'i 人同調停の利用昌が変化したこと

121 人口の移動によって紛争の処理恭1芋が共有できなくなったこと

(3) 紛争の内存が人きく変存したこと

(4) jJ，判停委員の(法的)資質が欠けて、複雑多除化した紛中に対応

(以上、五7巻2号)

できなくなったこと

(5') 調停協議が法的効)Jを右しないこと

2 人民調作制民の再生

(1，1 2002年目見

(i:l) 人民調停組織の再建

(bj 人民調停委員の資質lirJ上

iC'1 人民剥停千杭の組範化

(d) 人民前件協議へのは、的効力の1，Jう

iE'1 人民調停活動に刈する法院と司法行政機悶の指導

121 2002年司法解釈

lal 人民調停協議の性質と効力

I:h) 人民剥i亭1品目玉成>i後、法院は当該事件につき裁判できるか

川 調停協議の骨子効確認、または変更、取消の訴え

l:d:1 挙"diE責イ下

(C) 調作利用と時，jJ中断
[241J 北法問(J'2別 )Z:J()



調I~，好き神話。)J'JJ1J史(2・3己)

U) 人民剥停に対する法院によるJR導
1:11 2002年j是定

lill 人民調停委員会組織

(い人民調停~H

1(:1 手続の規範化

(d) 調停の効力と珂停協議の履行

同人民調停活動に対する指弾と協力

3 制度改革に刈寸る批判的非州

111 人民調停と訴訟との連ほ強化の珂論的五椴が薄弱であること

(2'1 一部的規定が現行法律と衝突していること

(;)) 設定した紛争処理の範阿が限定的であること

(;J) 改革した制度を全国的に地「甘させるのが困難であること

ゆl 人民仁川停制度の政治的な影響が強いこと

4 人民調作の最近の動き

(1'i 人同調停苧キ事務所

121 工事現場人民調停委貝会

5. IJ、括

おわりに

1 まとめ

2 今後の課題 (以上、本号)

第3章 人民調停衰退の原因と立て直しの動き

人民~~伴刑j肘の総件数が激減している中、 2002{1 には新たに規定、司法解釈

の公布など 辿の拍聞が採りjし、人民調停の利用を取り戻すための改平が行わ

れた。また、これらの規定、司法解釈の公布にともない、司法部長ない L~主的

人民法院長などが、人民調停活動を百価L、ド子び利「けするようにと呼びかけた1

1 2002年9H 28日から北庁、で問かれた全同人民剥停活動会ぷでは、苦言掲(品同

人民法院長)、由主主明(最古人民法院刑院長)、張福森(司法行liJ三)、段』日中(司

法部副部長)、羅幹(中央政治局常務委員、b:I務委員、中火政法委員会害μ己)

などが参加し、それぞれがわった「請話」の中で、人民調停制l支を評価しその

利肘を呼びかけた(人民法院報2002年日汀28、29H、法制け平日2002年日刀28、

29日人民間解2002苧II)11JII-23頁)。

北法58(1-24:>)249 [242] 



研究ノ 1 

本章では、まず、改#以 ~'J に学界において指摘されていた人民剥停制度の問

題内について整却を試みる}そして、 2002年に公布された人民調停制度に関す

る 連の組定、司法解釈などを慨同L、何が変化したかをまとめる一最後に、

今同の改革の直義がどこにあったのか、残された問題点は何かを考えたい。

1 人民調停はなぜ利用されなくなったのか

'1'同の裁判外紛争処理子続を研究している山愉教授2は、人民調停制l見が、

最近の紛争に刈凶むきなくなった原凶を主にj:)， 十のように整理している 必地

域または職場をqr，c.、とする社会が、人口の移動によっ亡解体している。人々の

関係も、従半の税庁;な信頼関係から、桐対的に互いに独立した関係になりつつ

あるハしたがって、説得小心の人民調停は機能しなくなった ⑦農付では前い

住民泊理システムは解体したが、新しい村民U治体制lはいまだ未完成のため、

人民調停組織網(ネットワーク)に抜け穴ができ、また注公に陣害が起きてい

るη:言)人民調停は、制度的権威引、佐疋ド!ないし強ililJYlを欠く。それゆえ、i!J!J
民利用昔は、調作手続のコストや時聞を考慮して、訴訟手続に抜本的な解決を

求める傾向がある c (4)人民嗣停制度の F続に関して、挙~íF.責イ丁、調停協議書の

古式、司iJ

欠けている。〈必必f号l百前調t可1ι停長委員σの〉資巳質仁に問也がある (とりわけ法律i知山司識哉が之ししい、リjた
め、[引くU調解 w、に官、拠L亡調停をわう)]がむきず、和Jffi1fの調停に対する
不信感をt甘いている 低l市場経済の中、 l市償を期待せず、公益事業に抗心で
公正かつ清廉な」調1~委員 J止、(経済百lにおいて)拡大な犠牲を払っている μ

制度に与えられている制家予許も|恨られているため、千f能な人材を確保できず、

調作委日の資質|はJIてに問題が起きているμ(z)社会的価仙観が没化L、U、i台土義

が求められる'1'、訴訟は権利実羽の唯 のiJ法とされ、その利用が推進される

一方で、調停は蛭fHきれるきらいがあるド④近年、法院判決が認定した損害防

償金は同額化しており、紛争当事者には訴訟をすればもっと賠催をとれるとい

う射倖心珂が生まれ、調停よりも#訟が選択される口，~~~1法整備にともない法律

が増え、同時に紛やが複雑化し、 ~JM停委員が紛中処理温和でとまといを感じて

L /iJ愉教綬は、日本への伺苧経験があり L名白黒大学.jJ、予博士人的同した後、

H4えないし欧米のADR制度をりアルタイムに紹介し、中困でADRブームを

引き起こした 2

[24:1J 北法;;8(1. 248) 248 



調I~，好き神話。)J'JJ1J史(2・3己)

いる九一以卜、 m愉教授が提示した諸占をr]r'L、に、人民剥停制度。〉問題点につ
いて士苦手?なりに整却を試みる。なお、品訟に関1止『る問題(土、 l'稿の2草 4節

に既に触れたので、ここでは人民品l停制度に|勾してのみまとめる。

111 人民調停の利用者が変化したこと

人民調停は、主に何人の|剖で起きる紛争を調停するMJ度であったけしかし、

経済ンステムの転換にともない、以下のように従来であれば想定されていな

かった主体による紛争が頻繁に持ち込まれるようになっているο CD労働首と企

業との紛争。例え11'、制江段門鎮の人民調停ごは、労働者と企業がらみの紛争

は、全体の23%も占めている九③私人と共並党の章一叶;との紛争 1996年、 1997

.'f.河北省において行われた調否では、党幹部とかかわりのある紛争は、全体の

29%にも上っている九③私人と社会組純との紛争ひ例えば、人民調停委員会

の母体である付民委員会が紛争当事者になるケ スも増えているにさらに、

'1 /Li愉ョ非訴l-5:糾紛解決機問l研究， I中国人民大学出版社、 2000)ろう ろ09頁。

IcJワ|訴訟税序 IADR)教程 (中凶人民大学出版社、 2002) 2~6-2HRo 

-1 qr同司法2001年お則53頁。また極端な例と Lて、 Jム以省悌山市での調否では、

地域{十民|日l の紛争は l 剖にとどまっているのに刈し、イ1":~長がらみの紛争は日制

にも迭している(察家栄二林布告、ニモ聯什「公司企業転前IJ時期人民刈解J一作的

思考」中国司法2001年4朋48頁)。労働者と企業との紛争の伸、凶は、王に①企

業的破産、台併などによるレイオフ、収入減、円滑本準的仮卜、または、企業

を通して加入Lた医療保険に悶わるもの、 (2)退職した労働者にヲえられた住宅

や|失暗補助などの社会M祉に関わるもの、③企業の組織転換に関する法律、法

規、政策の;r盾がづ|き起こすもの。それゆえ、企業が実行する際にとまどいを

感じ、労働者との忌見対立によるもの 11可上)，

午新軍=徐茂明=梓J子書「当M'J人民l斗部オl百糾科J的状況、成閃及化解」当代

司μ、1998年12期、 :14頁υその他、 111*有名巾で開設した電話による法伴相談サー

ビスの統目lでも、自然人と地ん幹部に悶わる紛争は12.9%にも注しているとい

うU 当代司i1、1999'fぉWJ45頁。

6村民委員会の任務とは、山治的任務と行政的任務と つに分かれている(杉

山憲治、 fr]r華人民共和岡村氏委員会」修道法'子治12岳2号8頁以卜参照んし

たがっ亡、一方では、人民調停や公共事業などの日治的な活動を1Jいながら、

他}Jでは慨兵、百|画出産、 1地管埋、理非改革(火葬の首投)などの施政にも

協力しなければならない L同九 9-12頁んたとえば、計丙出阿やJ1l葬改革

北法58(1-247)247 [244] 
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全同的な経済発展に伴い、 t:l削と比べて、 ワの紛争における当事者の数もl曽

加する傾向にある7

(2) 人口の移動によって紛争の処理基準が共有できなくなったこと

経済ンステムが転換し、経済活動の活発化につれて、農村部から都市部への

山稼ぎ労働 J円が町llえたほか、都市I~Jの人U移動も激しくなっているR

都市部ごは、 |地再開発によって、これま吋耐守され亡きた地Hの共同イ4'1'111

造も解体しつつある九そうした中で、人民誹]停制度を利回するそれぞれの当

事者、および当事者と調停者との関係カ子企化してきている。ナなわち、双方の

当事省、当事者と調停省とは、必ずしも以前のように顔見知りであるとは|以ら

ず、慣習的規範に来づく紛争処理荒準を共有することが難しくな-:)-cいる U

他点、農村部では、山桜ぎ段、同ぴ農村に!えった労働者によって都市部の「価

値来準」や「習慣」、宇なわち新たな「古争処埋荒準」が持ち込まれるケース

のような品も紛争が起きやすい行政任務を、村氏委員会が担当すれば、村氏と

村民委員会との|叶に紛争が起きる可能刊が似めて高いと，目、われる{

午新軍ほか・ M'JJ司 H_5 、 3Hi 河北'Iiで行われた ~JM査では、出停の'1'で、解

決が困難と判断された事案では、当事r;が5人k:l卜の事案が出)%ほど占めてい

ることが分かつた。また、多い時は当事省が100人以上を超える事案もあると

し、つハ

8 2ωo年の中国国勢調査[人11普fi:Jでは、出稼ぎ労働省を含め流動人11は1

憶 4 千}J ほとあることが明かになった(~1裕氏=黄I侠 ii[rFJ流動人円特徴与

城巾化政策研究」中国人民大学学報以104年 2期75-81頁)口なお、これまでの

国勢制査[人11首査]の資料分析を通じて、これからの中国では、流動人11は

ますます増えていくと j-=-i:ffljする研究もある(場安彦「中国人口遷移的j晃校測算

与強度分析」中凶社会科学2003~二 6 畑町一 107良l人また、千稼ぎ労働者が農村

古防込ら部rb部に移動することによって、'1'同では都市fじが急辿に進んでいると

指摘する何十究もある(相鞍鋼「城市化是今後中困料済発民的主 '~:tlÏ動力」洲市

社会科ザ2003年6期78-818J7 

日制rb行1Iごは、住宅制度改平干土地開発が進む中、ヱド照[半周]の住民がマン

ンヨ/に引っ越したり、農村部からの出稼ぎ労働省が都市青山二定{十している中、

居民委員会や十JR委員会では「戸主主はあるが管轄に住んでいなしミ」、または「管
轄に{十んでいるがμ籍がない」という現象が起きている L王緒台「旭出市場粁

済探求人民調解工作的新時了」斗代司U、19例年 7却!J23頁)。

[245J 北法;;8(1'246)246



調I~，好き神話。)J'JJ1J史(2・3己)

が増えていると主えられる。これにより、これまで閉鎖的な農村部であったか

らこそ維持しえた慣習的規範が紛争解決の基準として機能しなくなりつつある

と忽fまされる 2 こうした変化のため、紛7卜処理に際しては、品目停よりむしろ裁

判に頼るしかないという場両が明加LTいるのだと考えられる}

(3) 紛争の内容が大きく変容したこと

震やI古都、都市部の経済システム転換によっ亡新たな古争の類型が現れている乙

良村部では、農地請負、百|幽山並、宅地色理、土地収聞、資源開?と利刷、環境

汚染、税金骸収なとの紛争が現れ、都市部ずは、レイオフ人民の再就職、労資、

土地内間売によるit:tの[折遷J(立ち退き・修itl、不動崖、マ〆シヨ/包理

などに関する紛争が起きるようになっている1九また、複数の組織t 機関の聞

で起こる紛争が相え、その処理は 層困難なものになっている 11 このように、

複雑多様化した紛争を処理ずることは、人民調停委員会の能力をはるかに超え

ていると忠われるじ

(4) 調停委員の(法的)資質が欠けて、複雑多様化した紛争に対応でき立〈

なったこと O

80.11条例においては、嗣伴委員は 定の法律知識と政策に刈寸る 定本準の

E甲府を要求されているほ条)υ しかし、法律に通じた調停委員はほとんどい

ないのが現状である 1~ そのため、調停の現場においては、調停委員的資質が

10計担l軍ほか・前掲注5、34頁。または、黄小I11c従当前広東基屑矛盾糾紛

看加強人民嗣解 l作的必要性平日重要札」中国司法2003年3期G6-Gi目。なお、[折

遷]とは公的建設事業のための土地収川により、立ち:ikiき、移住を命じられる

こと口出J兄淳l菩『現代中凶の紛争と法巴(東京大学山版会、 1998)132良れ

"計新平ほか・前掲日 5、34頁。河北昔、の調'o¥'-eは、紛争の起閃が二つ以ト
の際問、 w伶にあ i)、処到するには辿操作業が必山となる事案it，聞えている{
剥停の'1'で、制難と判断された事業は、紛争の原岡は つ以|の機関、同体に
あるものが50%以 kであったという(1百]卜)け

比例えば、 89イ|条例 Iの嗣停委員について、以|的特徴があるという折摘も

あるハのほとんどが定芹退職した市齢者ごある、 (2)中学校土手業uトの学歴をJ寄
っ人が少ないが、社会生活経験が皇自である、三l人柄がよい、地械の人々に尊

敬されどいる、(王〉長午当該地JcJ(に休み、地7じの人々の黒川状況ないしその性倍、

北法58U. 24;)) 245 [246J 



研究ノ 1 

問われかねない係々な問題も起きている1二また、従来、副j停委員による制停

が市伺し亡さたのは、「二葉J [業感情維持、莞企{昔日制、罪1-J政問ワ(感情の

維持に頼る、年齢の差に頼る、行政の関与に頼る)1、「凶頭J [地頭、村頭、抗

頭、哨頭(阿畑のあぜ辺、十jの山人り口、オンドルの上、口頭で説得し、調停

すること)1であったとオわれていたように、法律の理解は必ずしも必要とさ

れていなかった" しかし、近年、紛争は惚雑多税化し、調停委員の[仏法調

停 w、に基づく調停)Jが要求されるようになった。にもかかわら F、調停委
員が法的資質を欠いているため、当事者の信任を得られず、結果的に調停が利

用されなくなったといわれている1九

(5) 調停協議が法的効力を有しないこと。

89年条例十では、調停協議は、解釈上においては法的な効力がなく、仮に、

興味などについごもよく把摂している U 持君事「巾軍人民共和阿における人民調

停制度」修造法平第12巻2号泌氏高見{宰幡市掲注llJ、 38-39良。

1:-1例えば、法律知識が乏しいため、 U、に反すーる調停が行われる例として、以

下のようなものがある")::をなくしたAが子供を辿れて丹婚を考えていたり子

供を連れ士りかっ相続によって得た則産を持ち去ることについて、先夫の実家

からj孟タiljな)ぇ対にあった A 調停委員の「 生懸命な調停」にょっと、八は子供

。)養育権と相続した財産を放棄することによって、百蛤することができた 寸

なわち、調停委員は法律知識がないため、再婚の自由とし寸草本的な惟引lを守

るどころか、法律によってヘjられるべき相続権、安打権さえ失わせたという事

業である(謝秋明二郎長栴「農村民事訓解的誤r>ZJq r同民政2000年3月号、 33

頁んまた、あるん婦の献婚調停ご、調停委員会が「前婚に|百i回する」という

村民委員会の判示付きの意見書を山した、嗣伴委員も当事者もそれを法的な効

力があると信じていたυ しかし、後にk性の当Tト者が再婚しようとしたところ、
危うく主婚罪となるところだった(]riJ上)ひさらに、刑事事刊を調停した例も

ある〕強姦の被害者に対して、調件によっ亡加害音は300πの「汗!療貨」と五

卓の?1'4席で治ませたという(高見岸麿・前掲注10、202頁L

11王章玉「探索民剥 l作新機制J 111国司法2001年6期日目。

1.1 ;'1止愉，前掲注3、507-5月頁し il、伴の珂慌て水準のほかに、調作委員の学歴

円悦さも指摘されている。jJ1Jえば、北京市イ l 長 111 凶の22í9~〆!の嗣停委員。〕中、

短大羊Jソトは228名、而羊レベルは446色、 1]1とム以下はj(泊5名とな-:)-cいる(同

上、 日oお貞 〔注 1J) 
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剥停委員の努力によって、制停|通認に至ったとしても、法的には当事者がそれ

に拘束されず、後に五羽目することが認められ亡きた"それゆえ、利肘者は、

翻意される')スクを負うのであれば、 M和Jから訴訟の利用を選択するという傾

l'せがある"また、苦労して得られた調停協議が、{全に裁判になると証拠にす

らならないというのでは、「訓停委員会の苫汚が結吋i山ニ意味な汚働になる」と

人民調停の現場から不満が山ており、調停に対する調停委員のイ〆センテイブ

もなくなりつつあるw

以上、人民調停制度が利回されなくなった主な原凶を整理したひこれらの原

岡の意味を考察するにあたって、刊と後日本社会の叫、イヒを分析した六本f士平教授

の見解が写考になるつ六本教授は、戦後のH4c社会の構造上の変化を以 l、のよ

うにまとめているU すなわち、「⑦地J&の居住集団がその1['で起きている古争

についてUずから(ママ)第一昌として情報を得、関与するという条引がなく

なること、ヨ技術の発展や牛i，Ii様式の変化とともに、行為の指針となり争い処

理的基準となる U明的判慣的規範が有効ド|を失い、人為的で明示的な法規範に

た準を求めざるをえなくなること、く:1)紛争11為を一定の限界内にとどめ、当事

者的|山に占って交品、を仲介したり、解決をJ円等したりする調停占の役割をjHい

うる名望家が少なくなり、 il、的な専門能力に依存せざるをえなくなる」11こ

れは、いずれも現存的中凶?十台に当てはまるものではなかろうか。六本教授に

よって宛示された「法化」2引の概念によれば、人民間作目I1支が利用されなくなっ

l() 111 fi司民事訴訟法においては、「当事者が達成した調停協議を履行すべきであ

る」としつつも、「調停を望まず、調停が不成立或いは訓告 Lたときは、人民

法院に対し訴えを提起することができる」とし IIG条 n則、人民，)，1停協議に
対する当事者の翻立が認められている j また、人民調停協議が翻志され、提訴

された場合、人民主阿倍協議書は証拠としてさえ認められていない(劉也定 l人

民調解協議書審版制的試行及実践意義」ト海政i1、管埋幹部学院字組2001!f1 月1

5i貝入

17 m愉「当代'1'同非訴訟手I1紛解決機制自J完善与発展」子'iIlf2003't1期80B，
ll! -filJS(-I糾紛解決機印l之主栴」中外法学2002年14巻 1期17頁ベ盟l忠定前掲

~+_16 、 .3í 氏。

1り六本佳平『日本のil、システムJ (欣送大学教育晶、興会、 2ωo年)108頁 ま

たは、六本佳、1'_ IF法社会学， (有斐問、 1986年)248-249tf 

民社会構注にl勺企tる秩I(装置が力をうたって、斗事者を由;援にとりまく人々

北法58U. 24:;) 243 [248] 
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た原岡は、'1'同におし、て「社会秩序の法化」現象が起きているからだというこ

とになるつ

また、日本社会の「法化」現象に対する以卜のような六本教授の折摘も、阿

じく現在の中困にあてはまると考えられる-，なわち、「ここで司法イしとい

う概念は、社会秩序が法システムへの依存性を同めるという、客制的な条件を

指すものであることにi土足しておきたいドそれは、紛争処用のために法の出素

が必要になるということを示宇にずさないのであって、人々の意識や行動様式

や法システムの存 i)ノらなどが法的秩序に適したものとなるということを不「も

のではない」21いつまり、調停よりも裁判という仲間の現状は、経済ンステム

カ坤Z換する中、従;j(の紛争処理手続が弱体化L、固まが肘日する裁判手続への

依有l支が高くなったにすぎないといえる。

2 人民調停制度の再生

人民調停制度の利肘総1'1数刀、減少し、訴訟の利用が急増「るなか、中国共産

党中央委員会(以下、中共中央という)、最同人民iJ、院と司u、部は人民調停に
ついて改革を行い、制度の河川をはかろうと寸る動きを見せているコ具体的に

は、人民調停制l主に関わる三つの丈吉、況Aが制定されたμtなわち、 2山)2年

9 ) J ， 11に最両人民法院が公布した l人民嗣伴協議に関連する民事存理に関す
る最古人民jJ、院の若干児定J (以下、 21川2年司J、解釈という)22、同年9月24日

に中火委員、凶務院が転送した l新時期の人民調停情動をさらに強化寸ること

に間仕る最市人民は、院・司法古1IのE見J (以下、釘)02年立見という)"、司法部

が9IJ 2611に公イl'した l人同調停活動に悶する若 lの規定J (以 r，2002イ|規

定という)24であるは ):)下、この二つの丈吾、規ノ江の性質と主な内在、またこ

れらの新たな机定によってどのような問題が解決されようと Lているのかを概

からなる紛争準拠集同の1問回、低|し、b:I家の法システムの規範や F続や制裁

力によらなければ、紛争の解決が困難となる傾|μjを社会秩序の[iJ、化〕と呼ぶ」

い¥本怯γ 前掲i土19 ('法紅会学~) 250貝)"
"六本佳平・前掲注目(~il、社会苧~) 25C頁己

門人民法院報2川)2年9月19円1嗣}

'1'同司法行政年鑑2003， I法律出版社、 2003年)63，-63780 
24 il制日報2002年9月28日2両ベ
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制する

111 2002年意見

2002年忌見の件質は、党、法院、司法jJ政の政策主冒とみるべきである明{

転送先は、各省、自治限、直轄市党委員会と人民政附、 '1'火と同家機|勾各部委、

平委総政治i''';li、各民I~JW休である日さらに、 Jdiの組純である県クラス、車Î-B:

lF，産建日空兵岡クラスまで送達し、府民委員会、村党支部、村氏委員会まで伝達

するよう定めたっ内界は九つの項目ワに分かれ、最高院人民法院とμl法部によ

る人民調停日動に関する包括的な己主小意見ないし指示が述べられているい

人民嗣停制度改革の理巾ないし必't.:引について、本昼、見は以「のように指摘

する社会+五市場経済システムの樹"と発展、手十種平1I詩関係の調整にとも

ない、 J祈たな刈止・紛争、紛争主体が現れ、紛争の内存も益々各lit化、惚雑化

している。数多くの紛争は、時機を損なわ「に即時に解決[疏専化解]しなけ

れば、大衆的騒動にまで党反する可能引かあり、刑事犯罪に敢イしする場合

もある o Iこうした場合)党と政府の中心市動を著しく妨害することになり、

ツ3公布の川H語「は、最初は20112年司法解釈(最高人民法院)、そして21102年国見

(，111共'1'火疏公庁、同務院緋公庁転送)、最後は、 2002年:1M定(司法部)となっ
ている c しかL、2山)2年意見は、最高人民叫、院と司法部がん同で11成し、中Jl

Lド火都公!了・凶務院緋公l下が転送(認可) したもωである。それゆえ、今日の
己主，1，に関する段而人民;1、院、司11、部、 '1'共'1'央と同務院の|川つの部門の改，1，の
疋凶を反映していると目、われる。それゆえ最初に紹介するに

~n 当該意見は、 M同人民法院と司法部が共同作成したものであるがゆえ、司

法解釈でもあり、千J政規則でもある(逆に敢官に百えば、どちらでもなL寸{

また、中共ιド火都公)丁・凶務院緋公l下が l転送」した点では、党内文書と行政

法規という性質もある{

η すなわち、 ::DtJi 時期の人民調停活動の主'~-判、緊迫YI を十分に訟識すること、

②新時期!の人民調停泊劃jの改小と発展を積極的に推進宇ること、(奇〉多種多様な

人民調停組織を強化・整備・党反させること、手l人民調停活動の規範化、法

律に基づいて人民剥停協議書の法的効力を確認すること、ぬ人民，1，1停委員。〉資

質を|μI1てさせること、⑦人民調作の社会安定率性J干の刊町を充分に発障させるこ
と、 '8)人民法院による人民嗣停委員公に)，1寸るJR専を切実に強化1ること、ーの

人民調停委員会日開Jに対仕る指導を司U、行政機関の重要イ千務として強化宇るこ

と、であるひ
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社会のk定[社会指定]と経済の持続的発展に影響を及ぼすことになるJcまた、

調停組織の積板門kを引き山L、紛争を即時有効に処却することは「国家の恒久

的な安定[長治久火]を維持し、党の政権党としての地{すを強固なものとする

[主主凶党的執政地位JJうえで-1ft:-'?t:な昌義があるとした

2002年意見では、まず現段階。〉人民刈停活動の状況をまとめ、それを白定的

に評価した後、人民調停活動は時代と共に前寸江し、絶えず現状に却した改普段Ij

耕]がなさらなければならないと Lた。その卜で、同内のここ数十年の成功し

た粁験をまとめたほか、諸外国の有吉、義な経験を学び、 xJIたな体制を十Jち立て、

新しい状J兄を研究し、際すっといる問題を解決しなければならないと指示したお

以れその具体的な内存を主つにまとめて紹介するじすなわち、人民調停組

織の再建、調停委員の資質向ト、手続の規範化、 U、的効力、 11、院・司;1、行政機

関による指導、である口

Ii:lI 人民調停組織の再建

ょこれまで、村民委員会と肘J(委員会に設置されてきた人民調停委員会、また

は企業回事業中f，>に設置されてきた人民前件委員会について、後述するように

その組織を強化し、 i青動0)規範化をHIるとともに、間}Jを両めることを折示し

た j そのト P、組織建設について新たに以下の三白を指示した) :~D郷鎮、街道

にも人民調停委員会を新設1 ることを横極的に推し進めること ~9 之叫有の郷

領、街道の司法調停センター却を逐次に人民調停制l支の範院に編入「ること μ

出諸外国の経験を学ぶよう指示した出は注Hにmする j 従来は、人民調停制

度は諸外固にない、中国だけの優れた制度として「東h1的主」ヤ「東克の 輸

のィfヒ[!j{方 校ィ'EJJ として院本に対し附伝L自賛してきた。たとえば、 1981

年に中国に訪問したアメ')カ辿邦最高裁のパーカー長Hが人民調停委員会を侃

祭した後に以|のようにした発がよく文献などに料介されたりする。「十世界

のどの部巾むも市民のあいだには、いざこぎが絶えないが、どこも徹底的な解

決法を見山していない。中凶の調停委員会は寸ばらしい。このやけんだと、多

くの小判牛を前もって解決ずることができるので、裁判所の負担が軽くなる。

ぜひとも中困の状況をアメリカに紹介したしミ」人民中困編集部編「中回の民事

訓停 (人民'1'円、 1981) 0 Rーしかし、 20021-ド意見では、ここで諸Iy同の経
験をも季芳すべきだと指示した点は、んきな巳誠法化であるといえよう{また、

諸外WO)経験とは、後述寸るように諸外WO)ADR制度をJRしている。
山i1i1:鎮・街道とは、末端のわ政機関である(国家組織J、68条)， 
加 μJi会調停センターとは、 1999年に111東省陵県で初めて組織され、 μj法附を

]
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5
 
2
 
[
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ゆ拍車也的、妥当かつ時実に、業界、地域の自律的な人民訓停委員会を発展させ

ること。これらの二点の組織迂設に関する指不のillいは、組純粋Jの整備、拡ょ

にあると盟、われるい

Ibj 人民調停委員の資質1(lj上

これまでも刈停委員の資回向|の必要性が指摘されてきたが、 2002年意見で

は、その九イ本的なhi去を提不した{すなわち、主l人民調停委員会の類型こと、

クラスごとに、その出動範聞の特猷・要求に基て九、て、各調件委員が仙えるべ

き法知識レベル、学帽を明惟にすることわ (2;，人民調停妥員の総合的資質を向上

させるため、定期的に教育・研修 [J古訓]を行うこと乙 Gf:新ぷする郷鎮、街道

の人民嗣停委員会については、民主的な選挙と任命制度を結合させ、人民調停

組織の構成員をより優れたものに rること、であるハ
調停委員の資質の向上に関して、最も 7土日すべき点とは、~J1~鎮、仏一通人民調

停委員会の構成員に関する{千命制度と、行政官である司U、補佐民引の参加であ

る 2002年志見において、郷鎮 街道的人民調停委員会は、退職及刊官検察

官、弁護士、 u、学者及び司法補佐買の参加を奨励した乙iJ、律専門家を調停委員
にIJIIえる獅いは、人民前l停制度に法的!!l:素を補填することにあると与えられる戸

また、司U

強化寸るためであると与えられるO

I，C} 人民調停手続のj足柄Eイヒ

社会における信頼[公信JJJを両めるため、調停委員会の活動ん式、 F続な

どを「既範イしするとし寸改正方向が示された t しかし、 2002年志見ずは旦体

的な)Ji去については調停を公開寸るという点以外に、従来の人民調停制度的ー

主体に、郷鎮党委員会、政府の幹部(郷鎮副書ロ己がキ任を兼干名、司法所長が常

務副主任を兼任)を構成員と tる紛争処用機関である。 件格はわ政調停である

(紀偲侍=苧耐勇 l悶於陵県経験的両民11背畏資料J '民WJ法〔第一巻J，[山東
人民出版社、 21102年J:-l12-;)1;)頁)り L川町)年4月に聞かれた全国五回司法行政
会議において、この陵県の試みが「陵県が験」とずI付けられ、各地において建

ぷ(推進) ずるようと指示された。その後、全問的に普及させたという(許錫

福「全国郷鎮司法調河町中心込話発灰」人民詞肝山川o年11則13頁、|可「継続推進
郷鎮司法制解'1'心建lJt」人民剥解2ω口年12期6;')。
.11 司U補佐良とは、末端政権の司iHJ政工Vlnである司U

規定 (戸副l法副許「入 1叩98別1刊jυJ 2条O
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つの原則むなとを改めてゲげるにとどまっている。すでに定められた原則を新

たに強調よる必安があったのは、これらのl忠則がこれまでの敢格に守られてい

なかったという解釈もできる::-)この制度の凱純化の動きは、人民出停を形式

的、外見的によりi正式なものにするためであり、調停に法的効力をワえる前提

となっていると思われる 2

idj 人民調停協議への法的効力的付ワ

後述するように、2002'f司法解釈は人民調停協議のi1、的効力を明示Lた 2002

年E見では、そのμl法解釈を援肘し、各クラスの人民法院とくに半端の人民法

院と派間人民11、佳に対し、 2002年司il、解釈を貫徹し、執行ずるように重ねて指

刀ミしノヒー

法的効力を明示した狙いは、人民調停を利用した当事者の翻意を防芸、制度

の権威引、または効果を高めることにあると考えられるつ

Ic i 人民調停日開Jに対仕る口、院と司U、行政機関の指導

法院と μ1法行政際関による人民調停活動への指導の強化を指示し、具体的な

方法について既定した。 2002午司il、解釈と2002午既定と豆半具する部分についご

は後に料介1るが、そこで行止されていない点についてのみふれておく戸 (u人

民法院は人民間作委Rに対して研修をどだ施すること υ ì1、知識の教古、と調1~方法

のJ行導の一環として、基層人民法院および派山人民法廷は、制修公 [11干訓班]

などの方U、ご人民調作委員に対する教育をわう t と々l人民調停委員に裁判におけ

る事案。〉存理の準備F続に参加lさせ、守下理を傍聴させることを通じて教育を行

うこと c 〆J::経験のある人民調停委員を陪審員として招碍ナること、であるは

法院、司法行政機関によるJヤ阜の強化のjnいは、調停委員の資質向上のみな

らず、市IJ皮の規範ltもf-;-まれているべまた、研修会ご件委民会の委日、裁半'Ju

と顔をfTわせる機会なとがJ首点、情恨交換がi生むことによって、結呆的に人民

山すなわち、合法原則、 1'1m:ê~}G'，による参加、調停前置をとらない、である{

引例えば、当事者の訴訟する梓利を叩重するという原口IJが掲げられているが、

しかし、多くの主献では、「当該地域では、数年内体訟がなかった」ことを、

人民調停活動が成功した証拠として紺介している行例えば、 lE除J解之花放異彩、
2o'f糾紛不出十JJ 中同司法2001年2期50頁、など〕このように「訴訟がなかっ

た」ことを評価基準とするならば、調停委員による調停の州しつけを誘党し、

当事者の裁判を受ける権利を害する"1能性が高くなると考えられる一
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剥停と裁判、人民剥停制織問の連携強化にもワながる c

2002年巳見では、このように人民調停の改革1J動指針(ガイドラ f引を提

示した 2

12) 2002年司法解釈

2002年円l法解釈は、 0)法前*)(>4であるがゆえに、ぐ国各クラス法院の裁判活

動を拘束「る己その内容とは、 13ヵ条によって構成され、人民調停協議のU、的

効力を明不し、殺に当該紛争が法院に持ち込まれた際の処理占法を疋めたもの

である 当該司;1、解釈の起苧過干l!では、阿内のみならず、同外においても調育

研究が行われ、各回の成功経験を参昭したという 3~ひ 2(川2年 μj法解釈の起草背

景を桁介「る丈献では、これまで人民調停協議にU、的効力を117しなかったこ

とについて以 Jのような記述があったη すなわち「これまで民事Jr訟法16条に
おいては、人民調停の協議の性質と効力について明確な規定を氏支け亡いない。

てれゆえ、調停協議に達した場合でも、 Ho)当事省が制:e:L、法院に松Jfし

た際、法院は調作協議の効力を認め「、原紛争について判決しなければならな

い。このため、人同調停委員企的機能が充分に発鮮させることができない。ま

た、人民U、院が市に紛争処珂の最前線に立たされてしまい、社会において発生

する対げを即時に処理できず、社会秩序の安定と経済の持続的発展に影響を此

M 司iJ、解釈とは、最高人民11、院と最高人民枚祭院が発する丈吾である実際
の裁判の場でもっとも宝山な役剖を来たしている法{原」といわれている

市岡山では恥部、，)，部と西部において調査研究を行い、全同各クラス人民法院、

司法行政機関、一部の人民調停委員会委員と学者の吉見を集約したけ国外では

ノルウコ」、スウ J デ〆 0)，)，)停制度に対する専門 ~I~J査同を派遣した。また、

制定過程をは、 UNCJTrU¥L 1国際的Tイl'裁モデルリ、)の関係する既定を参考

にし、アメリカ、ノルウ l 一、スウ「ーァンなどの経験を参同したという(人

民U、院報2002年9月29日i百人さらに、申案ができた段階では、梁話民教ほ('1'

困社会科学院法学州究所)、王干1)明救ね(中国人民人平}をはじめ、学Jキの企
見を聞き、各クラスの法院、司法部l場係部署、人上<:~J~J停委員の意見も収 1) 入れ

たという(最古人民法院民事審判第 出=司法刊;基層工作指唱司編ヨ「開方審

理捗止人民調解協議的対事案件的若|規定J1 人同調解 l 作昔|規定」講cl~-r [中

岡村会*'1苧出版村、 2ω2J49頁)乙しかし、予界、 i1、院などから具体的にどの
ような且、見が山され、また、 1I~じITRAL のどの条丈、諸外回のどのような粁

験が参照されたなどについては不明である 2
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ぼす結果になっている」出2 最後に、このような問題を解iえするため、「法に基

づいて人民調停協議の効力を明確にさせることが椋めご市民」であると結んだ37

2002年司法解釈の宅なポイントは以|の通りである。

ittj 人民調停協議の性質と効力

人民出停を員会での剥停を経て作成され、民事 1"")権利主務にかかわり、当

事1'i"双ノらが署名または捺印した調停1晶子高は、民事契約としての什質をもつこと

を明砕にした(1条)。そのトで調停協議に基ヮく強制執行について、債権的

内存を有L、公証際闘が法律に基ついて強制執行効力を付与した場合には、債

権者は被執行人の住所地ないし財産所在地の人民U、院に強制執行を申請宇るこ

とができると規定した(l()条)

!b) 人民調停協議成す後、i1、院は当該事件につき裁判できるか

これまでは、人民調停協議の'1'1質が不明であったため、その版f丁、変史なと

を，jとめる訴えについて、 11、院は受埋しなかった。 2002!f司i1、解示日によって、調

停協議が民事契約とみなされたことを受け、 CL;当事省1)¥ 相手に対L，).J停協議
にたづく履iJ を求め、 ~1、院に提訴した場合( 2条 1)亘)、@当事者が、調停協

議書の変更または取消、無効確認について提訴した場台(2条 2"良)、法院は

それを受珂しなければならないと定めたμ つまり、調停が成立しても、裁判の

可能性が白動的に排除されるわけではないっ

市}段而人民;1、院民事審判Je再 庭=司i1、部恭出工作指導司編・前掲注35、48頁
:17最高人民法院民事腎判第 庭~nJ法部基屑土作指導円I編・前掲注3:1、 48民

相この条文によって、人民 ~JM停協議にもとづき強制執行できるようになった

と一般的に珂解されているりしかし、とだ質的には、現有の公正制l是を活川した

にすぎず、執行に闘して人民調停協議に何らかの新たな効}Jが付与したわけで

はない これ以前にも下記三つの要件さえ備わヮ亡いれば強制執行を巾請しう

ると規定されていた (C公証機関が強制執行効力を付与した債権主告の執行に

関する段付人民法院と司法部の連什通知 (2ω日午 9H 1口)J 1条)一三つの要

件とは、公正を受ける丈君が、金銭、物品、有価証券の給付に関する内科を

fJすること、 GD債務債権|羽係が明山であ i")、かつ債権者と債務省は当該丈書に
つい亡異議がないこと、 (3)I債務者は債務を履iJ しない、また履行が不72全の

場合、強制執行にIJ削る事を承p古寸る」という記載があることである 3つまり、

2002年の司i1、解釈が，'l'，される以前でも、人民調停協議が公証干f売を経出ずれば、

|司じく強制執fJ効力を得ることが可能であった{したがって、今同の改革には、
単にこうしたJJ法をあらためて提示したという意味しかなし九
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人民出停協ロ誌にかかわる民事事業の審理は、末端の人民法院、またその派出

機関ごある人民法廷が担当する (ll条 1Jll!，審聞は、簡易手続を地「けする III

条2項)一

iCj 調停協議の無効確認、または変更、取消の亦え

2002年司法解釈では、まず、 lロ己三つの用itを備えていれば、 その対IJ}jを認

めるとした{すなわち、当事打が完全な民事行為能力を有すること、必ゼ忠

ぷ不が真意であること、 (~)il、律、行政U、規の強行規定または干十会公共利益に反

しないこと川条んただし、 CD困家、集|けないし第一省の利益を相なう、③

合法的な形式で非合法的な円的を|語L-Cいる、河公共の手IJ訴を損なう、0iXl、律、

行政法規の強行規定に反する、必人民調停妥員会に調停を強迫 1011'主)された、

のいftlにあたる場合も調停協議は無効となると定めた(日条)0 

調停協議の変史、取消については、j:)， r のいずれにあたる場合も辺、められる

とした 〈配当事者が亘大な誤解に荒づいて達成した調停協議、玄告しく公平性

を欠いた状況のもとで達成した調停協議、 l匂詐欺、脅迫の手段をとった i)、あ

るいは、当事昔の真志に!えする状記下で合;;-;(.こ迂したりした調停協議(6条ん

さらに、取消1撃の消滅についても条丈を設けた39

また、これ lろの訴えを ~l 院において審珂する際は、「当事者が(調作協議の)

変更を"古求した場台、法院は(嗣伴協議を)取消してはならない(G条 3項!J、

「調停協議が部分的に知効のぬ合、その他の部分の効力に影伴をヲえ F、その

他の部分は依然として有効とするほ条絞段)Jなどとして、法院による判断

に一定の制限を諌した{

Id:1 挙証責イT

訴J;における挙証責任につい亡は、調停協議の凶行を求める訴「たでは、その

履行について同議がある当事者が、または、処効砕認、あるいは変更、取消を

求める訴訟では、無効、変更を求める当事芥が、それぞれ挙証責任を負う(:1 

条)

同調停利肘と時効中断

~0 取消椿を右している当事占がその権利について、知り、または知りうる時

点から一年以内1J使しない地合(7条 1J>!)、取{有権を有している当事者がそ
の事ri1を知った段、明佐に表不、または行動をもって取消権を放棄した場合(loJ

2項)は、取泊十件が泊it点する。
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人民出停の干IJ1日と訴訟時効の'1'断についても条文を l註ITた2 制停協誌に|期す

る訴訟時効は、民法通則1:-)S条が迫加されるとしげ条 1J町、原紛争の訴訟時

効は、人民出停委員会の剥停開始によって'1'断する(同 2J立)。判決によって

調停協議が取消ないし無効とされた場合、時効は、取消ないし#効の判決が党

効した日より新たに計宵される(阿 3現)，υい

，:(1 人民調停に対する法院による指導

U、院による人民調停日前Jへの指専についとは、条文において、「判決によって、

人民調停協議が変史、取消または無効と位認された場合、適切なh法で当該地

域の司J、行政機関、または人民調停委員会に通知する (12条)J と定めるにと

どまった11

以上、初02年μj法解釈を慨観した これは現行民事訴訟法が規定する「当事

者は調停による協議を履行しなければならないJ (同U、16条)というあいまい

な丈言についての解釈であるといえるη これまであいまいだった人民調停協議

の性質について、民事実事Jとしての性絡があることを明らかにし、加えて同効

の中断効、強制執行効}Jを得るん法も明品した。この司l法解釈からは、紛争処

珂における人民調停の位肖づけについて、は、院の志識が大きく変化したことが

読み取れる。

こう Lた変化の背景には、人民調停をより対J呆的な紛争処珂機能を発揮させ、

大孟の紛宇をふるいにかけ、法院にまで持ち込まれないようにしたいとの意|叫

があッたのではないかと想像されるべ

判決よりも調停によって紛争を処理しようとする安対は、]CJ時期に行われた

法院内部の己主苧においてもみられるべこの古においてはi1、院調停に関する註愉

教授による実副出査に基づく研究品丈がある'1::' ここでは司法機|羽が、判決の

-111 これまごは、人民調停の利用と訴訟時刻Jに関わる問題について指摘した報

山は見当たらないじ訴訟時効の中断に闘する条丈を設けたのは、いわゆる「諸

外同の経験を参照した」ことによるものだと思われるい

"前述 (2削)2年吉見)したように、法院は調停委員の職業訓練もれい、また、

法院調停の準備作業にも前j停委員に参加|させるなど、実際には、ネガテイブな

「i重知する」にとどまらず、ポジテイブな指導も期待・指示されといるべ

'12 m愉 l調併的重構(上) (1、)J法制与社会党反2004年 2周113-125員、 3
則的 108頁い
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みによる紛中処理に限界があることに気づき、法院~J~J停を再評{耐し、再び重視

する傾向があることが指摘されている43 つまり、法院は訴訟の決詳の付け方

についても、判決よりも法院制停というh向へ転換しようとしている。 2002年

司法肝釈は、まさにこのような、説訟よりも人民調停、判決よりも法院調停と

いう流れの'1'で綬場したものであるい

第一平では、改革 開放路根への転撤以後、紛争当事行が紛争処珂手続とし

て人民調停よりも訴訟、また訴訟内では口、院調停よりも判決が選択される傾向

があることを指摘した口そうした風潮に一定の歯11めをかけ、人民調停を円生

させたうえで、改め亡訴訟との適切な役割分担を探索しようとしたのが、 2002

年の改革の日凶であったと忠われる

(3) 2002年規定

2002f規定は司i1、部がf布したものであり、その性栴は行政規則である U し

たがって、そのj旬以力が比ぶ範出は、ドl法却の所轄内に限られるひ令部で4Sカ

条によって十再成きれ、人民調停について既定している89年条例(iJ政))、規)に

刻する細則的位置づけにあると解されるへ2002{1規定を解釈する文献の中に、

人民調1~制肢の役割について、以下の論述がある υ 「改革開校という新たな歴

史条件。〉人民間紛争と社会対 υが益々噌え、かっその内拝は11々 多元化、多

様化、複雑化Lつつ、社会の安定が著しく脅かされているは(それを)中に人

民法院の訴訟ルートをもって解決するには、法院U)ヰャパンティを超えること

になり、国家、社会と群択の紛争処珂にかかるコストが古くなるわりには、効

果は必ずしも肖いとはいえない戸(中略)人民調停制度のョ第 の防御線』と

しての機能を特に発陣「べく、民間紛争を ~Jr:!t状態の段階で即時に肝決 L、「激

化 する~Ijに解決すべきである何人民訓停制度と訴訟制度を相幻補助、相句協

4:3 また、首拐ti:(最高人民法院の陥kJも、「人民法院はさらに点訟調停を強
化しなければいけなし、。当事者の思想l作を真剣[認真]に行い、辛抱強くか

っi設省[耐心細致]な説得・教育[説服救育]を通じて、当事者のトイ山忠思で

出l伴協議をまとめさせ、法院調停による終同本を両めることに努めなければな

らい」と指摘した(人民法院報2002年9月28日λ
J1 2肌)2年足見の中では、人民調停委員は89年条例に規定されている紀律を迫

守しなければならない、との記述があるため、 89午条例は廃止され亡いないと

目、わiLるつ
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}jさせることで、社会秩J:j;を維持するシステムを惜築すべきである JT50

以下、 2002年規定によって変更された諸内についてのみ、力つにまとめて組

介する 2 すなわち、仁川停組織、川停委員の資嗣向|、 r--r.icの規範化、対IJ}j・履

i J、?旨端である日

何人民，JoJ停委員会制織

従iとの人民調停委員会の上に、郷鎮 白出人民調停委員会の設置を定めた 110

条)。また、必要ならば地Hまたは業界に人民調停委員会争設置宇るという条

丈を設けた (10条)ひその設置と構成員について上級機関に報山し、記録に残

すことを衣主主つけたぺまた、村氏委員会、居民委員会および企業 事業中{ず

の調停委員会は、ニースに比、じて、さらに小規模な組織にあたる U松村、[小

同(楼院)J、作業場[ホ間]などを単iすとして、調停班を設け、調停民を千命

することができると疋めた(12条)ひ

十JR調停委員会、居民調停委員会または企業 主業単作の調停委員会が調停

できない難しい紛争、あるいは複数の地域ないし企業にまたがっている複雑な

紛争は、郷鎮、街道の人民調停委員会が受理し調停を1"iう。あるいは、閑係「

る人民嗣伴委員会が共IcJで嗣停を行う (21条2項)。

つまり、タテの方I，jとLては、従来の村氏 居民委門会調件委員会 L下級調
停jの l上」に郷鎮・街道調停委員公(上級調停)を設け、 l卜」には白然村・

小区・刊業地調作班を設けることができるとした。ヨコの方|りとしては、関係

する各~~伴委員会による共同調停の道を広げている。このように従来の人民調

停委員会組織をタテ、ヨコに広げ、ネットワークの構築と件組織聞の連院を H

れしていることカ哨月山であろう行

(b) 人民調停委日

~"J停委員について、村民ー肘民委員会などにおいてのレベルでは、 ι牲を委

員に含めるべきとの内科を加えた以外 (11条 3Jiu、89年条例とほぼ変化して

日段尚人民法院民事審判泌 庭二司法部基出J一作指導司編 削掲柱3S、109

110頁。

犯人民調停委員公では、郷鎮・街道司法所(科j に、郷鉄 街道の人民嗣停

委f司会では、県クラスの司iL1J政機関に対L、それぞれ報告し記録に残t(10 

条 2J白人これは、人民調停委員会にjりする μj法行政絞闘の色理強化の一環で

あると思われるハ
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調I~，好き神話。)J'JJ1J史(2・3己)

いない 2 また、新たにd置を定めた郷鎮・街道の人民剥停委員会の委員につい

ては、以下の人員が就任すると定めた}主〉当該羽目鎮・街迫の管轄内の村民委員

会、肘民委員会および企業事業単{ずの人民出停を員会主伴、 (2)当該郷鎮・街道

の司法補佐員灯、ミむ郷f真・街道の管轄内にイ士み、法知識を有L、または専門知識

がある人民刈停活動に熱心なボランティア (13条)0 r:4)郷鎮 街道の出停委員に

ついては、高佼本業程度以上の学院合を備えるべきであると定めた(14条2唄1，

調停委員の選問方法として、新たに特命制肢をぷけた(2条2J頁)。 任命宇

る権限は、村民.~-民委員会レベルの人民嗣停委員会の場合は、村民委員会と

居民委員会にある乙郷鎮街道調停委員会の場合は、郷鋲街道の司iJ、所(科)

が任命する c 地域ないし業界に設置した調停妥員会の場合は、当委員会を設置

した組織が任命を行うと定めた(15条ん任命rる調停委員の末準・対象につ
いては、特に定めはない。しかし、 2IJ02年且兄にあるように、その任命対象と

L -Cは、十に退職裁判官、退職検祭官、弁議士、叫、学者などのU、律家を有力な

:ì~W肢としてfl\定していると巴われる

調停委員の資質をIGJトさせるために、件クラスの司法干J政機関は、多種多様

な形式で人民調停委員に刈する教育・削修を行い、調停委員の資質向上に努め

るとの既定も設けたが (40条)、具体的な方Uは明示していないυ

このように調停委員に 定の学歴を以求したれ法律家をイ下命したり、また

は、言問件委員の研修についての既定を設けたり「ることは、人民調停委貝の資

質を向上させるだけではなく、人民出l停制度における法的't;素をより一層色濃

く印象づける効呆を狙ッているとの見方もできょう υ

C:I -r続の規範化

89年条例が、調停手続に関してはほとんとF規λじを設けといないのに対L、2002

乍凱定ではr杭について詳細に判定L、制度。〕卦l純化をド(1っている。例えば、
調停の開始について、 89年条例と|日jじく、当事者の申請または、②調停委員

会の判断で開始すると定めた (23条 1硯)が、ヨ1については当事者が明議を市

LiLてた場合、中11よるとの内刊を付け加えた(1百j1 JB)。また紛争を受用し

た際には、崎正しなければならないとの内容が盛り込んだ(同:1Jl'!)ーさらに、

-1， 89年条例ごは、司法補佐民は人民調停委員会を管理する任務にあたってい
たが、 2肌)2規定では、新たに設置した郷鎮 11'J逃の調停に声紋参加することが

力Uえらオした。
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剥停に際しての当事者の梓刊と立務を制定し(6条、 7条)州、剥停を開始す

る前に、官商または口頭で人民調停の件質、原則、効力を当事計に告知Lなけ

ればならないと定めた (30条じ

調停をわう調停委員の人数については、調停委員会が一人の調停委員を指定

して行い、必要に応じて複数の刈停委員が出停に参加することができるとした

(20条 l唄入また、当事x.が担当する調停委員の忌赴を求めた場合は、それ
に応じなければならないとの定めもぷけた (25条2項じ調停の準仙段階では、

調停委員会が両当事省に刈して交互に事情嗣ftを行う、または、目、出Jに比、じて

当事者以外の関係者も調育対象とし、事実関係を確かめる (26条)。調停は恭

本的に専肘に設置された場所で行うが、凶、iιJにLし、じ、当事省の便宵を日|らうた

め、ほかの場所で調停してもよい (28条)。調停を行う際は、必要に応じて公

開で行うことができる口ただし、当事者のプライパシーや尚JE硲怖に関わる場

合、または当事者が反対した場合は非公開で行う 129条j。調停は 般的に ヶ

J j以内に終 fする (33条入人民調停活動で用いられる各稀古式は、 μj法部が

統一巾);;:-1一る 144条)刊。

このように、 2002{1規定では、 「続における詳細な規定を設け、制度の規範

iじを図った t これは、人民調停協議に民'1'，契約という性質をもたせるために、

F続をよりフォーマルなものと寸る必以があったためと盟、われる。また、 F続

をより尉密に既定「ることによって、調停の質をIGj卜させ、均一化 9る狙いも

あると与えられる戸さらに、調停「続について明昨かっ厳滑な規定を与えるこ

とは、わ政機関による管珂・耽督 指導を百易にする狙いもあろうリ

Id:1 嗣伴の効)Jと調停協議の履行

人民調停協議を民事契約とみな「とした2印)2年司法解釈を根拠に、引102規~

18当事者の権利とは、 Q♂人民調停の中では、白うよの意思によって調停を問始

しまたは'1'止宮る、①調停委員の忌避を求めることができる、③抑)上・強制を
受けず日分の亘見をj2Jiべ合珂的な'Jt求を提出することができる、①lIr町並 L、に

よって ~"j停協議を達成する (6 条) c Jt務とは、山紛争の真実を述べなければ

ならず、偽りの証明村料を持品してはならない、 (2)調停規則を遵守しなければ

ならない、 Cs治、争・フ千屑を記11じさせてはならなL¥徒、人民調停協議を白覚的に

隠れしなければならない(7条)0 

19μl法制iは2肌)2年llnにその古式と使崩説明を印刷して配布したれ T中回μj法

行政午鑑2003. (i1、伊出版社、 2肌13)611-61日買い
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では人民副j停|過誌の効)Jとその履行について組定をl企けた。まず、人民剥停協

議が民事契約の効力を有することを何確認した上で(5条)、調停した紛争が

民事|の権利JG務同係を仇する場介、または当事者が希望した場介は、 E阿停協

議需を作成しなければならないと疋めた (34条)また、当事者はその調停協

議を自ら進んで履行しなければならない (36条l現)。その履行状況を把Jb'す

るため、人民調停委員会は随時、紛争当事行を訪問し[川北]、その版行状況

を記録するとした (36条2J頁)乙

当事者が調停協議の任告、校行をしなかった場合の対比、についても規定した

(37条)日)乙調停協議に至ったにもかかわらず、当事者が属行しない時は、調

停委員はその凶行を促す 調停内特について、問題があると当事省が主張し版

行をJR否「る場合は、その内容について委員会が確かに小直切と判断行しば、

両当事者の制面を得て円度調停を行う η その後も不版f丁の場合は、当事首に対

L -C人民政I{ずない LU、|完による処埋などを提己するハ

当該紛争が人民法院に松訴された場合、調停を行った調停委員会が、法院に

おける審理に協力しなければならない 138条)という条丈も設けた， 2002'F規

定では、調停["議の効}Jを規定しただけでなく、その履行に向けて協)J、監督

することまご、調停委員(会)の仕事の範囲に入れたっ

I el 人民調停情動に刈寸るH12尋と協力

人民調停活動の質の水準を高めるために、特クラスの司iL11政機関がその地

域的人民前l停委員公に刈するJT導を強化することを定めた139条1項Ucl時に、

その指導におい亡は、人民iJ、院との協調と協力を強化すべきとした(同 2J~Ü (， 

また、郷鎮・街道の司法所(科)、戸J法補休員による人同調停活動l二九11るJT 

導院怪を強化「べきとλじめた (43;長)"にその他、人民調停委民会の任務につ

日)の正当な理由なく当事者が協議を履行しない場合は、その自十履行を督促

する、③当事醤古市可停協議告の内界が不泊切であるとしいし斗てたり、人民調停

委員会が訓停|過読書に小適切な部分があることを発見したりする場什は、 JY-.h

当事者のIFiJ;ii;~ を得た後、原調停協議の変更または取消のために門度調停をわい、

新たに嗣伴協議を作成する、③督1ftをしても照行しない場丹、当事者に末端人
民政肘に処理を求めることが可能Fあること、調停協議の履11、変更、取ィi'iに

ついて人民法院に提訴することが可能であること、を山知する 137条)に

，，1具体的には、郷鎮・街道の司法所(利)、司法袖仏:民は、調停委員会あるい

は紛争当事者からの人民調停活動に関辿する問い合わせ、相談または苦情など
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いて、新たに「村民委員会、肘民委員会、所)，'1¥企業、または末端人民政的に活

動報告をしなければならなしミ」という条丈も設けた (:1条 3項)，これりも、

行政によるHi':J草を強化するための措置であると与えられる。

人民調停活動的資金について、各クラスの司法lJ政機関(土、人民調停活動の

折導または表彰の経費を保障すべき(.12条)、人民剥停委員会の活動経費と人

民調停委員の手当を催実に確保するために、 nJ法行政機関は、村氏委員会、居

民委民会、企業事業中村と協調し、または督促しなければならない (42条)と

定めた{

以上、 2002年規定を概観した{当該規定よりうかがえる制度改革の担いミとは、

以下の品占にあるといえる。すなわち、(1)人民調停委員会の整備、与人民調停

妥員会|刊の協主体iljljを強化することによって、哀退している組織制の百整備を

行い、人民調停がカパーナる範阿を拡大宇る。また、地域を防いだ複数当事者

がかかわる紛争の調停を可能にするれ GDtJiたに設置する郷鎮目街道調停委員会

に、前件委員としてiJ、律家を迎え入れ、紛争処理の荒準にi1、的要素を注入L、

いわばミニ裁判としての性格も持たせ、紛争を法的に処理1る。 Gu戸J法補件員
が直接に郷3真，街道で1Jわれる調作に参加L、1J政による悶日を強化「るけ :}J 

制度の規範イじを推し進的、調停協議の法的効)Jを明昨化するとともに、人民制

作pをより一層正式な削l正にするつ品川、院・司iL1J政機関の指導官督を強化L、

人民調停による紛争処理の結来的I正当性を補完1る。

以上、 2002イl改草的中校となる つの文書・規定の解読を中心にして改革を

概観しごきた A 改1jJ:のガイドラインとして山き"た2002年目見からは、 ii.d、:(i'

が感じている危機がうかがえるべ人民剥停を再び機能させれば、危機回避に

に回持し、処理するつ調停妥員会の't.:清または目、止にに基づき、具体的な調停活

動に協力、参ヲする。人民調停委員会の十軍ご達成した調停協議が、 ;1、律、 i1、
規、規定と政策に!えしているか刊かを者芥し、問題を発見した場合はそれをよじ

す〔人民訓停活動の経験干f百十院を交流させ、民間紛争の特償・法則を研究し、

人民調件委員会活動の改苔・進本に役立てる (4:，条)" 

:，2すなわち、 l数多くの紛争は、時絞を机なわずに即時に解決[疏導化解]し

なければ、大京事件まで発展する"1能性があり、刑事j日以に「激化」する場合

[263J 北法;;8(1. 228) 228 
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寄与するものが大きいという意識のもとで泊、今回の改革が行われたといえよ

う。また、近年、大菅の紛争が法院に持ち込まれ、事実上既に法院のキャパン

ティを超えている c 紛争処理において人民出停に I{X~ の防御線」としての機

能を冗障させ、紛争をある程度、人民調停で松り落とすことは、法院にとって

切実な要望となっている

以上まとめると、ケ阿の改革の狙いとは、人民調停を丹度活什イじさせ、それ

により治安の維持、社会の安定を阿ることと、 il、院の負担幹減にあるといえる。

改革の基調とは、主に人民調停制度に法的'~-素注入することと、行政関与の

強化である。 11、自['0要素の注入で誌は、具体的に、人民調停を利用した場合、裁判

にJ2I1.ミ効果が得られるようにするため、 2002年同I法解釈では、人民調停協議を

民主契約とみなすと明不した。また、調停の開始に、時効の1['断効カ司、J'Jされ、

公証手続をがた調停協議を強制執行する占法まで条丈において提示しな さら

に、調停の過言Yにおいて、 U、律有識者を調停委員とし亡参加させ、そして調停

手続の規範イじを凶ったように、人民調停手続をいわばミニ玉!とやJ的に再構成「る

J且いがうかがえる乙

行政関与の強化は、主に以十 点に集約寸ることができる 寸なわち、必こ

もある(こうした場介)党と政l討の1['心活動を告しく妨会することになり、

社会の安定[社会穏7LJと経治の持続的発民に影伴を及ぼすことになるJ(2002 

1意見)。
日人民調停制民が再中されれば、「人民調停組織の積極性を引き出L、日開jの

優勢を冗揮させれば、新しい時期の社会対立・紛争を即時かっ有効に処理でき

る」。そして、'(人民剥停が)紛争を即時有効に処理することは l同家の恒久

的な社会安定[長治久安]を維持し、党の執政地位を強凶なものとする[主主凶

党的執政地位J ，に重~な意義をもっJ (2002{1意見)。

日2川)2年L円u広がれわれた際、指尚氏は、「人民調停活動が順調に機能付しば、
人民法院が公止かっ効率的に事刊処理「るために、良好な基礎を提供すること

になる U 公iTと効ヰ』という;1、院il¥動の円標を実現することがはJ能になる。
人民法院は、紛争処珂の最後の防御線となる」萌拐「在宅困人民調~t工作会議

|的講Ji~-J 法制口干位、 2002年 9 H28日2面2 そもそも、 1991年民訴法改正の際

も、「人民調停委員会の調停活動がうまくいけば、法院に持ち込まれる民事事

件が減少する」という論E聞がすでにあったっ最両人民法院民事訴訟法培訓班編

J民事訴訟J、講座巴(<'1、律問版社、 1991芹)32頁ニ楊栄新=陳佳明編 l新民'jJ
.Jf訟法吉井話， (中困政法大学山版社、 1991年)32民3
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れまで人民剥停をJii!草するす場であった司法補佐員という行政官を、託品訓品阿l停委員

として置J接毒人民調f停宇に参加させると規定したこと、:必'2::郷t鎮真 {街f訂I道レベルの Jι4ω'-~'II

人上民d政げ府Iに、担郷1鎮.街道人民，1M停委員会を新たに設置したこと〔当該委員会は、

既存の人民調停委員会の上級組織にあたり、村氏・居民委員会レベルの人民調

停委員会で解決できない紛7トを処理すると規定した。

このような改革が行われた結果、人民調停協議の正当刊は、これまで同様に

「斗事者の作意による」という占から調達すると同時に、新たに法的要ヨミの孝

人と、調停手続への行政関与よって補強されている口つまり、人民調停制度に

持ち込まれた紛争は、行政関守のもと、あたかもU、的に処埋され、当事者が自

ら調停協議に合Eすることで解決されるようになったむ

3 制度改草に対する批判的評価

人民調停に関する司口、解釈が公布されたことや、人民調停協議は民事契約と

みなされるようになったことは、 2α)2年の十ん法院ニユースと十A法制lニユー

スとして i~ばれ、十|会的にitH された口三また、調停協議を民事契約とみな「

点について、学界においても好意的な評価が与えられぺ既に改草の一部は実

1Jに移きれつつある -'7 しかし、他方自止、今l口|の改革の問題出を指拍L、改

日法前11 口 i~2003年 1 H 2口2面(法|沈|大ニュ」ス)、法制口恨2003年 1H 9 

日1、2両(法制l十んニユース)η

:，6 -]1回(北京大学法学院教授) I人民嗣解協議応槻為民事台IcIJ、張街、l'¥清

千戸大学J、学院教J是) C人民間情的新発民」、楊栄新(中国政U、大学教民) C lli寛
人民調解業務範凶・確定人民詩]解協議効力」、王1前回(中国政法人学民尚が済

法学院長、教J霊)C人民調解制民具有広範的叫適用性J (法制日朝1(2002芹9月28
日4商れまたは、 m愉「浅談当代『非訴訟糾紛解決J (巾守~JR及，H，趨勢」比較

法研究2003年4期36B。

，，7例えば、郷鎮・街道の人民調停委f司会の設立に閲L亡、北京市司μ局は、200:，
1191Jまでに市のすべての街道(郷量的に人民調停組織寸るようJR示した(宰

川11編『人民調解概論J [1['同検察出版朴、 2004年J310頁んまた、 200411'日月

2 Hに、上海市保険jn-JjK組合[同業公会]では、はじめて業界の人民調停委員

会を設置し、保険に闘する紛すlを処理するようになった (C1海金融動態JI

i年金融211114年111矧出頁)。法院による人民調停への指導に関しても、裁判'1"¥に

よる人同調停委員の折導が行われていると紺介寸るι事があり (C江鮎古宿珠
県法院充分発障対人民調解組織的指導門用」人Ril、院報2州1年。月 4日)、また、
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革は小 l分であると批判する戸もある〔

上海巾黄浦ば人民法院の出光曜副院長らは、/'(同の人民調停制度の改革につ

いて、以卜五つの問題点があるとJH摘するコヘすなわら、(1)人民剥i亭と訴Eiと

の辿ほ強化の珂論l巾基鮮が薄弱であること、② 刊;の規定カ司見行法伴と衝突し

ていること、にわ"支定した紛争処理の範阿は限定的であること、(互〉改革した制度

を全凶的に通肘させることは困難であること、~)人民調停の行政による省珂的

な色彩が濃いこと乙 u下、これらの問題占を'1'心にし亡、他の論者の十Utも参
H召しつつ、今回の改革の同E皇内について考えてみる口

(1) 人民調停と訴訟との連携強化の理論的基盤が薄弱であること

今凶の改小の十旨の つは、人民調停と訴訟子続の連携強化ごある。すなわ

ち、人民調停が民事契約とみなされる調停協議を作成し、その調停協議をμJi主

審査の範聞に入れることにより、調停協議のiJ、自0'ijJ力の問題の解決を阿ろうと

している。これに対 L、論者はこのような両手続の辺携強化による解決h法は、

人民調停巾l肢の発民に寄守するものがあり、「司法資源」の節約にもなるが、

しかし、その l理論的な基盤が薄弱である」とJR摘するつまi')、その連携

の珂論主主殺を、司法手続がどのように「民'11'契約」を処珂J一るかにとどまって

いる点に不足があり、裁判における人民調停協議という特殊な l契約」の処理

に独宵な珂論志除を持つべきとの指摘である(ill

日、院と司jHJ政機関が共同ご人民調停組織を指導しているとする報道もある

¥'議調解党揮更人作崩 上海市民半ば持力強化民I~JM 紛調解 j勺f!k ilìU J法山IJH 報2IJ04

!f4月日頁3面)。さらに、調停協議書の効力を認定したことを桁介宇る記事も

あれば¥'法院認定人民調肝協議有効」人民法院報2004年4月17円)、逆に法律

に反する剥停協議書を1liL効にしたことを紺介するロ己事もある(，内容違反法律強

制性児定、山靖中院確認一人民調解協議官任効」人fW、院報2004年11月16日L

同曹)t時二令権 l人同調停制度改革的不i止与反思」法治論叢 (2003) 18巻 5

せ45-48頁。

59 有光~=合格・前掲注58、 46 貝っ

以}曹Jt曜=企権， Mリj国社58、'16B。前者は、「人民P)Ojj亭は民 商事契約を'1産
するマシンでもなければ、との民 的事契約が法院は受珂しなければならない

と規定しているピ、法性もなし、」と指摘したにとどまり、人民~~伴と戸J法 F続と

の連J去に関J一る珂論的主離をどのように主主制i，-j一べきかにワいて、 R体的な提案
が山されていないじ
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Jfui者の指摘には、一つのポイントが合まれていると思われる。すなわら、 CD

人民調停協議を民事契約とみなすことが妥当なのか、③人民調停と訴訟手続と

の連携を強化すべきなのか、である c

調停協議を民事契約とみなすことについごは、学界では、当事者の副起を防

室、人民副j停の紛す卜処理T続としての右用性を同めるためであると与えられ、

この占法は地切であるとする見解iJマナ在する 克6'、他hでは、以十のように

その妥斗性に問題があるとの指拍もある。すなわち、調停協議とは、第三者で

ある人民調停妥員会の積極的な関与のもとで得られるものであり、当事首の冠

全な自由意思による合意ではなく、民主契約とみなすには妥当性を欠くとする

指摘む、また、人民調停協議は、仲裁や行政による紛争処理とは効力は異なる

ものの、 定の手続によって得られた結果であるがゆえに、単純な民事契約と

「るのは妥当でないと Fる指摘である臼つ

また、人民調停と訴訟子続の連携強化を阿るべきか否かについては、学界で

は、 I>-l"j法資源的節約」という視点から目、トのような消極的な意見がある c最近、

口、院前件が再び亙伺される中、 u、院調作は、裁判と人民調停との連般の接点と
して重視されるようになったG-1っ紛宇処理の現場においては、当事者は、まず

は、院の指導のもとにある人民調作手続を利用し、不調ないし翻立の場合、 i1、院

p/llJ停を利崩して紛争的処理を目J行寸 f晶子干が多いと思われる。このような人民制

作pと裁判の連ほこそ、「司U、資源」の浪費であるとの指和jである叩υ

ti] 例えば、す同「人民調FH協議応侃為民事合同Jl1、出]日報2002年9月28日4而り

臼茶園栄「人民調解制度 法律什質、丈化成凶此現代恩義分析」蘭州人学学

報(干十会制苧版) (2004) 32巻当期93-94頁。

日 iI jヰ=恩永安「簡論人民調f口協議nヲ'1*質ワ効力」法学雑誌24巻2朋 (21)()3年)

11只。

G同位愉「調解的illf再(卜) 以i1、院調限的改革為ili:点JiJ、制日社会発iri2004

11'_ 2期120-121!九戸

日|品「対人民珂解除則作為民事訴訟荒本J阜、日Ij出J質疑」塩城工学院苧報(干十

会科学版)21J1J3年1矧11Jl'Lつまり、人民嗣停と法院調停は、調停手続内存が
重複である日l能性が高く、実質に同じレベルの剥停が、 回も行う点において、

「資{原の浪費」であるという口なお、実態調存に基づいた研究では、「法院調

停と村・郷の人民調停の)Ji去、結果はほぼICJじである」と桁摘する耐究もある

(劉広安=李存捧「民間前月許可権利保護J (夏勇編J'走I，j権利的時代 [1999年
修員J版L(中国政法人学出版社、 2ωIJJ281J貞)に
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人民出停と裁判の連携にワいては、占主的人民法院の桜永1青裁判l官も以|のよ

うに指摘した すなわち、辿J去に注同するのであれば、まず、それぞれの役割

分斗旦をはっきりさせ、各自その役割を果たすことが重要であるfへつまり、む

やみに「辿挺」して紛争の「処珂」を図るよりも、各手続の質の保障ないし 11リ

|が大事であるという。

その他、私見においては、両手続の辿携は、人民調停が成功する可能刊とそ

の質を低下させる危険があると考える、 tなわち、当事者が人民調停を利用宇

る際に譲歩「れば、将半裁刊になった場合、 U分にとって不利になる可能引が

あると考え、(リスク凶症のために)該広に消極的な態l支を示すこと(千直な

話し合いをしない、 U山的陳述をしなしリになりかねないc その他、当事省が

j去になって調停協議の変更、取泊なとで訴訟を起こした場合、調停を担当した

妥員会は、裁判による当該索刊の事理に協力すべき (21J02年規定38条)との条

文にも問題を感じる。当該紛争を調停し、内容を把揮し亡いる調停委員をU、院

詐理に協力させるのは、確かに効率的である 3 しかし、群理的対象は、紛争そ

のものではなく、むしろ調停協議の合法性目妥当性と、調停の過程にま弘、て不

1トヤ抑圧があったか台か、である。ゆえに、調停委員を裁判官側の Ib高}J者」

とLT位情づけ、参加させることは、手続保障卜、深刻な問題が治んずいると

いえよう。

(2) 部の規定が現行法律と衝突していること

人民調停協議に関する i1、院の審!~では、管特に問 L<:一現íJ民訴u、にほ触する
Jtれがあると論長が指摘1るわ7 つまり、民事契約の管轄は、現行民訴法上で

は、被告のf土所地または契約のほiJ地の裁判Iyiとなヮている(民訴i1、24;長、土

66 偶永清「人民Jl}:J解与法院 ~J~訟関係之附究」中困 μj法2IJ04年 2 朋j2貝っ初裁

判官によれば、調停委員による珂停の質が高ければ、人民口、院の審理の貨と効

率も高くなる また、人民法院が、調停協議にかかわる紛争の審用を公止・快

重に行えば、 ~I~J停委員の実記的なJH導になるだけでなく、，)，J停委員の積極性を

引き出すこともむきるという L同町 j なお、材裁判官は、経験出冨な人民調

停委員を陪1i'i員として相判寸ぺきと提案しつつも、詐理を公i上に行われるため、

紛争を調停した調停委員が、同じ紛争が訴訟になった場合に、 kI審員として訴

訟に参加することは避けるべきと指摘した(lriJ上、 S:l貝)η

1;7曹Jt曜=企権問J司社08、116目、
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地管轄)。これに対し、，)，J停協議に|場する変更または取消の訴えが提起された

場合、人民法院による人民調停委員会の指導、昨腎のため、当事芥は当該人民

剥停委員会の所立地の法院にしか提訴できず、羽行法と街尖する UJ能性があるへ

また、逆に、法院が管轄を珂111に受却しない紛争むも、当事芥が当該地域の人

民~，J停を利用することによって、法院が受理しなければならないという事態も

生じしかねない刊J

その他、私見におい亡は、 2002年規定では、末端の行政機関である街道、郷鎮

に人民嗣停妥員会を設置し、行政't(であるμl法補佐員を調停妥員として人民調停

に参加させる内容を定めた (10条2項、 13条2)頁)条文に問題を感じるいこれ

は、憲法(111条)、民事訴訟法 (16条)によって定められている人民調停委員

会の「大政自治組織」という性栴に抵触することは明白であろう。また、現行

法と衝突しているとまではいえないものの、初02年μj法解釈では、調停協議に

関連ずる紛争において、 11、院はま F人民調停がif当に行われたかとうかを審埋

守るにとどまり、争っている事実についてまでは詐理しないとしているれ場合

によッて、当事者の裁判を受ける権利を妨害することにもなりかねないい

(3) 設定した紛争処理の範囲が限定的であること

今回の改革は、人民調停の範F↑1を従来の l民|叫紛争の嗣伴J(2町)2イi規定3条)

という原則を維持したうえで、その紛争を「宵然人と向技人、宵然人とは、人あ

るいはほかの社会組織との聞の、民事梓利・義務に関連寸る各種紛争J (20条)

としたc これに対して、人民調作の範囲は、例えば道徳に悶 tる紛争もfL7め、

その範附を拡大すべきであると論者がJ行摘する

私見では、処即される紛争の範囲を条主によって決める狙いとは、これまで

のように刑事事件も人民出停によって処理Lてしまう問題を防ぐためである。

扱う紛争の範囲については、人民調停制度の C{土民11治」とL叶昨格から考え

ると、当事者による要請があり、かつ当該紛-'{r の~，J停が法に抵触していなけれ

ば、当事者が「大衆11治組織」である人民調停委員会に調停を中詰し処却を求

G対比偉~I翠水安「筒論人民調解協議的性質 'J'ijJ力 J i1、学雑誌24巻 2 期 (200:，年)

11民口

山首光~~=金権前掲注58 、 46頁。

刊曹光曜=金権前掲注目呂、 46貝}

[269J 北法;;8(1. 222) 222 



調I~，好き神話。)J'JJ1J史(2・3己)

めることは、何ら問題が存ιしないといえよう。

14) 改革した制度を全国的に適用させるのが困難であること

広J、な凶土を有する中国においては、地域によっては、起きている紛争の実

態(内容 質)が列なり、また、それを解iえするために人民品目停制度が果して

いる役割も異なっている このような状況の中、全回レベルの条丈を制定し、

それをもって制民改，1，を実現させ、制Htの発展を閃るのは非現実的と論者がIR

J商する"

論者は経済発展が比較的に遅れている'1'・丙部と、急速に発展し亡いる沿海

部という つの地域を取り上げ、分析を通じて上記の指摘を扶づけた口「なわ

ち、経済が発展途打こある'1'・丙部地域では、人口移動が比較的に少なく、とド

活/J<.キが低く、「法制観念」も薄い 3 よって、紛争の類型も単 的であるため、

従来の「道徳教化」型紛争処理が効呆u<.Jである忙しかし、調停委員は年長者

が多く、をの資質も不十分であると同時に、経済背反ih!iれているため、調停

をわうJ品川の確保、設備の購入が困難であり、叫には調作協議吾を発れするこ

とさえできないのが実状である行これに対し、東部沿海地域では、人々は教育

水準が高く権利志識も高1.¥，また人口移動も活発であるため、紛争は複雑多様

であるつしかし、人民調停組織は、古くからある l和を貴ぶ」という調停制に

束縛され、そこから逃れることがむきないc てして、ナf文審存もせず、1llr1耳則

的に当事ii-に11譲をもとめることで紛争の処理をl叶ろうとしているコこのよう

な紛争処珂は当t，7fのニーズに応えておら F、i握右尺きれなくなりつつある口け

論省と)riJじく、私見では、人民調停が機能しなくなった原凶は地域によって

異なる c 地域ごとにその発展の程度が異なり、賞品のF仁が散しいと指摘されて

いる'1'阿では、 つの規則をもって全同律に人民制停制度の改需を|火|ること

は困難であることは明Uであろう場合によっては、逆に制度の硬直イヒを引き

起こしかねないと与える

71有光曜=金権前掲注58、46貝コ

ロ曹光曜=企権 前掲刊誌、 11TR~

7:3 世光日程=金権・前掲注日付、 47頁η

i.j 人同調停をこれまで規制してきた89{1条例は、 17条しかなく、内存は綱領

的であるがゆえに、地域によって柔軟な運用が可能であった A 幼児年J;見定は、
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(5) 人民調停制度の政治的な影響が強いこと

第 羊において紹介したように、これまでの人民調停制度には、わ政による

l場与が常に存在し、政治的な影響が濃く存在していたい今回の改#では、その

点が改書きれないままであり、このような政治的な影響は人民調停制度の発JR

を妨げていると品者がキ!反する 7口。すなわち、「人民訓停制度の(社会の治'j;:

を維持し、党の統治j也{止を強固なものにするという}政治的な機能を過度に強

調するあまりに、人民調件制l支の性質について誤解を招きかねないと同時に、

紛争を処理「る過程で当事者のμ内且、L、が慢視される恐れがあるひ終わりのな

い調停、または調停の強要が牢じ、人民調停制度のさらなる発展が阻害されか

ねない。紛争処理手続の多元化が求められているウ、人民調停制度の改革と?と

展を、政治的な任務として捉え、取り Jとむべきでない乙また、中純に主十会安定

の維持、社会治安総合統治・色)!j!の強化という何度から亘伝すべきではなし」

人民調停制度に過!えな(L力をかけるべきではない」という 71iハ

論省の記述を、全事長な i)に整理すると、灯、 l、のようなものになるじ裂するに、

人民前件がネ|会の紛争や対すを迅速に処理tることは、いわば治安対誌の一様

であり、党の執政地位の維持に寄与するものがある。社会・凶民統治にも利用

されやすく、それゆえ今|口|の改革に関L亡党や悶係機関も積椋的むあヮた j し

かし、このような政治的な位置っけないし利崩推進は、逆に、止が白らの地位

を維持するために、人民調停を1，して、利用者を仰l土する危険性をはらんでい

ることも指摘せねばなるまし」

4 人民調停の最近の勤き

本稿はここまご、人民調停と欧米 日本で議論されどいるi¥DRを針びつけ

て議治することを避けてきた。その理由は、人民剥停制度は外見|、砕かに「裁

4;)条にまで培えているυ 詳細な規定を設けることは、出I1支運用の全国統一、ま

たは指導監J腎には有邑義であるが、しかし他hでは、調停における調停妥員の
1心部Jを制限することにもなり、事業ごとに柔軟な対応ができなくなる恐れもあ

る}これを阿遊するために、いくつかの省が各11の条例を作成する動さもあっ

たが(たとえば、「湖北'(j人民~，If.宇治動制定 (2003{ド9H)J、杭州市人民，)，1停

条例 (2005年 9月jなど)、しかし、そのいl谷はほぼ2川)2年規定と同様であったυ

ロ曹光~=金権・ H'山首~+58、 '181司。

山首光~~=金権前掲注58 、 48頁。
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半IJ外」であり「代替的」な千杭であるが、しかし、欧米 日本におし、て 般的

に論じられているi¥DRの役割干I中念なととはよきく異なっていると考えたか

らである。とはいえ、改革の内容からは、出f宇協p誌の効力、制度利用による'1'

附効、執lJ力の付ワに閉してー比、の規疋を設けた府、は、むしろ世界のi¥DR潮

流の先端にえっているかのようにもみえる 2

しかし、制度設計打が「紛争は礼会秩序を乱す「悪」とみなし、経済活尽の

撹乱要素であり、直ちに処理しないと党と政附の'1'心川草VJを妨害宇ることにな

る」という亘凶で改革をf丁った点、中国の裁干I制度がいまだ成熟しておらず、

十分に機能しごいない占から 7、あえて人民調停を AD!(と呼ばない必要性が

あると考える 中困の裁判外紛争処理と外国のそれらの制度を昨べて議論する

ことが危険だと指摘「る研究があるように7ヘ錯l見を招くような「人民調停=

たとえば、現時占の'1'阿では、民法典の整備が行われている最111-("ある(栄

涛「中国における民法典腎議平案の成止と学界の議論(上) (1') J ジュリスト

1219 : 111-123民、 1200:190-197f!)， JJi行民事訴訟法 (1991年)も時代遅

れとされ、その改止の必語性が議論されている(江偉=絵継平「民事訴芯μ、典

修訂的新|基本間出」中凶司法2町川イl'2期19-23虫、組制=劉学打 l問於修訂

T民事訴訟11、』的凡個荒本問題J l~、学許論2004年 2 矧:-l -21頁んそして、裁

判について、「独jL引の欠如、腐敗の蔓延、行政的な法的決定シスァム、法院

の行政機関イじなど、 '1'阿の裁判所は実に多くの問題を抱えている」という折摘
もある(鈴木賢 r[補論〕中困の法曹制度J(広波清再編)司法曹の比較法社会学」

〔東尽大学山版会、 2町)3J355.-.8)。また、裁Tリ官の資質向上を|叫るために、裁
判官11-、改正 (2001年)にともない2収12年より司J、試験問JI支が発足したばかりご
ある (10)上九これらの実状からは、中l!Jσ)裁刊の機能が成熟し、欧米 'H木

のように機能しているとは戸い難いい

市高見津見主救j~は、「代特的紛争角!I決論が、先述のように訴訟制度を一定程度

存えた社会が、それ放に陸路に|泊っている状態をほけ，'1"，すための議品であると

珂解するならば、それと最初から訴訟制度を十分には整えられず、調停的解決

に委ねてきた中Hとルベて議論寸る危うさも感じるJ(肖兄i平l菩・的指ifl0、12

頁u 初I中I 「中市人民共和同における紛争と紛争解決()J す命館岡際研究

[1995J 8巻 l号93貝)と指摘しなれ中国の現象を代特的紛争解決論的に議論

するのは、「やはりある税liI正埋な接木」であるとした(同 r.5頁)ーまた、'1'

凶の現状をポス Iモダン的に語るのは、「周刊遅れのライづーが先頭集団と押

えしているのを見て先頭集刊にいるという肋遣いをしているのではなしゅvと
批判した(高見津磨 r[古許〕季衛以ョ担近代の叫、 中国iH:止トf.の深層構造'J
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AD RJ という表JJiは避けるべきであろう 2

中回の社会では、いまだ円'市世界と法的領域が而恨なく]血統きになっている

とわれている79 法的領以の右IJ問ができていない、あるいは、西洋法的な裁

判制度がまだ確iされていない点を考慮よれば、「裁判外子続」を強調tるあ

まり、人民，)，J停が、近代市民法によって否定された削近代的な訓停に戻る(あ

るいは維持される)危険刊さえ感じる}イミ点、人民調停制度をとのようにネー

ミング.-るのかは、さほど問題ではなし」とはいえ、相述にネーミングす一るこ

とで、諸外回のADRが験が遮断される恐れがある場合には、やはり慎重を朗

すべきであろうハ

とはいえ、近時、以られた地域に、 ADR的な人民調停活動も見られるよう

になった。以下桁}j-する

(1) 人民調停李琴事務所

2004年 5)1に上海i、寧じ互の河航路Jj:J-jg訴事処は12万元をw資L、人民調停委
貝であった宇琴氏と紛争処理業務の請灯について契約を父わしたぷ"己中阿にお

いては政府が紛争処理サ ピスを購入することになり、活泌を呼んだ。具体的

に、 Ü~蘇路街7百五時事処は、宇琴氏に対 L、毎年12万冗を支11、い、百目黒一つを'1'，

社会体制と法、創刊号 [2000年J108l'!九
刊鈴木賢「北京アジア法丈化問 '1'華人民共和I司と'1'心としと」比較法研究60
号(1998年)411頁ド中困では、素人的置感が法の素人のみなりず、そのまま法の

世界でも辿用しているのであり、法院で扱われる紛争にも法的再構成は敢倍に要

求されていない、という(同卜)はまた、 fil、的領域」が形成できていない原因に

ついて、鈴木教授はYHのように推古村一る口 l西洋型の法では、法技術的な凶い

込みカヰ十会的尊重をまを千干し、権威あるものとされといるのに対し亡、 ql~W、では

あえて法独特の思考を採らずに、け'';;¥'j感覚をそのままJ去の世界にも持ち込むこと

で、逆に法の権威を保持しようとしているのではないだろうか。 ['I'~r\J ただで

さえ社会的ステイタスのfllc、中闘のi1、(伴家)は、民衆の忠誠に近づくことで

かのうじて民衆に受脊されているのであ i')、独自ω法の'巾凶を築いてもそっぽ
を|μlかれるだけであろう。J ¥鈴木賢 c[吾許〕変わらぬ中同法のョからくり』

高見津層「現代中国の紛争と法'J社会体制と法、創刊号 [2000年1112民)ひ

加山愉「社会転型11180人民司可解市1]1正 以ト海市長寧同人民司可解刺織改'P80経

験為伺点」中国司法2削14年111期:=iS頁〉
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務至として提供するδ，その代わりに、手~I\は、当該地域に起きている、簡

単な紛争の40出、複雑な紛争90括的処珂をわう{なお、処用をわった簡単な紛

すlのう ι阿部、複雑な紛争のうち80%0)剥停の成功平を達成しなければならな
いとしたりてのほか、毎週四阿以上(半円)居民委員会を訪問し、紛争状似の

ml!iiに努めなければならず、何年 2回以!、同討委員会の剥停委員に対L、教
育・作11修をしなければならないとした間〉このように、紛争処瑚業務を尚171化

L、紛争処理に市場理論を導入することでより良き手続を整備する動きは、作

目に伯するに

(2) 工事現場人民調停委員会

もう つは「建築工事現場の人民調停委員会」である。建立主ラ yンコとなヮ

ている北京では、数多くの建築 l事現場がある c そこむは、建築 l事にともな

い常に労使紛争、付近住民との雑音ないし交通にかかわる紛争なとが起きてい

るη そこで、 lヒJrlT門月|場民政府では、 |事現場に人民調停委員会を設立させ、

建染工事に悶連する紛争を集中的に処理することを H指した出

l事現場人民調停委員公の業務内零とは烹に以 l'1つである。ー)建築現場に

おいて、建築地工に問「るU、11ドを周知L、調停活動の五慌を1'1る、 (2)労働U、及

び関係する法律・法規を周知し、法律に基づいて開発業者や施 l企業に賃合の

支払いなどについて説明させ、その旦体的ないl谷を労働者に公告し開示させる、

おi上海市可法同 l上海市砧極推進人民言問解専業化、社会化建設」中凶司法200，1

年!o則63頁μ なお、李琴は、居民委門会のよ任を務めたことがあり、引)年ほど

の調停経験をもっという。また、数回にわたり全国優秀人民詩]停員に選ばれ、

司Ll~t;-r;より「全阿模範人民調停民」とし寸包さ祢号が校日された。なお、当該

地域は 6万人が居住しており、 1人2冗という円十主主式で12万冗となった〉

位 1i征市司法吋 c1海市積極推進人民剥解専業化、社会化建"支J1[ I fttJ司法200，1

年lIJ期63頁ο 「ト海長年区:街ili排出万冗ci服務円開設市先jpfJ領導決議fロl巨
200，111-G J J 22期。なお、 J)i杭ではこのような制度が、上海市戸l法同によって上

海市において推し進的内れている。たとえば、徐陸[7天平路街道では、 28)jブじ

を出資し、退職裁判トイと基層法律服務省司 5人を初恥し、紛争処理業務にあて

た(1海市司法吋 c1海市積極推進人民品目解専業化、社会イヒ建i没J1[ I 同司法200，1

年lIJ期的頁)， 

間苧剛編「人民前l解1慨論1(中凶検察山版社、 200，1)322-32，18。
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(_2)建築l事が始まる削に、工事。〉内容、施l企業1'，や施l期間などを付近仲村

に間不し、施工企業に対する巳見 安求を募る{地主企業と住民との協議を促

L、意見が致したところ、「丈明施二L共建協議書」を作成し施l企業とiキt;

代表に署名させる、士事中、施工企業と住民的聞に紛争起きた場合、「丈明

施l共建協議書」を基準・根拠に、司法所が工事Jj!場人民剥停委員会、当該iギ

民吾員会、住民代表をffi集 L、fiii決案について協議きせ筒J決を凶るけ

工事現場人民調停委民会という試みの魅力とは、事前に当事者聞が協議する

坊を設け、紛争を水然に防ぐ、あるいは紛争が起きた|捺の処理占法について交

渉させ協議舎の作成を促す。結果的に、紛争子防することができ、似に紛争が

起きた場合でも速やかな処理が可能となる。

このように、泣時、限られたケ)スとはいえ、人民調停制民もいろいろな叶

能引を見ぜはじめている。

5 小括

本章では、 2002年改市の内容をみてきた 一章において、法的効力と制l支の

性格について、行政的関与が強化された場令は、法的効)Jがあるという }J向に

移動「るとの似説を出したυ 今|ロ|の改弘についても、図3と図4で示されてい

るように、この仮説は当てはまると型、われる。人民嗣停の性格は、相対的に Ii十

民向治的」から「行政的」へ移動したといえる i それにより、 iJ政の介入l並合

いが尚まることで、法的効}Jも、相対的に lない」から lある」へと移動した。

また、 3章のIi市では、訴訟が増えた原因は社会秩If'の 'i1、イヒ」であると導

きだした。今回の改草において、このし、わゆる社会の Il'主化」に対して、山法

.:r;.がwした処方主主とは、人民調作手続に法的要素を取り入jし、 ミニ裁判的に制
度を再#成することであった。つまり、人民訓停制度は少なくとも表面的には、

それぞれの争点に対し法的根拠に基つ♂き判断を下し、またその結果においても

裁判と同科度の強制J}Jを持った効果が得られるような制度へと変貌を送げよう

としてLミる{

しかし、 2002作の「改革」後にも、テ'ータ 1、人民剥停の，f1J用が回復する兆

Lはなし凡出)01年の人民調停利肘件数 (4，860，695件)とJtべて2002年では、

.1句636守 139イTとなり減少し続けているコ 200Z1ドに公布された改桔の諸:JM定が発

効したのは11月 1Hごあったため、改革の効果がまた反映され亡いなかったも

埋解できる c しかし、 2003午においても、 1，/192，157件と利用凶復の兆しは現

[275J 北法58(1， 216) 2Hi 
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行政

辺区

02年恕醒

ー-住民自治 1937-1945 1964 1989 四四時間

図3. 人民調停の性格

法的効力あり

辺区I刷"'同E抽力1

02年規定

【肺しなっ/1

54年週則

斗~

• 法的効力なし '940 1954 '98' 2002 時間

図4 人民嗣停の法的効力

れなかった}また、 2004年も4.414.233件と減り続け、減少幅は少し縮小した

とはいえ、改苧によって人民，)，Jj，手利用の減少傾向に甫止めがかかったとは到底

いえないっこれを受けて、 2004年2月に、最高人民法院と司法制;がヱ催Lた全

同人民出停活動座談会では、最高人民法院長ヤ司法部長らが講」を行い、再び

人民調停の市長'[4を強調するとともに、利巾を呼びかけた84η このような動員

"その講話は、中国司iL21川4年日期に収録されといるυ 経持(中央政治局市

務委員、中』λ政法妥員会書記)r充分3M軍人民調解作尉創造穏定干11詰社会環境」
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が必要となったことは、改吊に期待された成果を得られなかった百|拠でもある

と考えられる

おわりに

1固まとめ

本怖では、ぷ題である2002年c7:小が行われたj阜閃およびj日いを採るために、

人民調停制度の柑史的が緯を整理し(一市)、人民調停と訴訟利回のデータを

比較したうえ(二章)、 2002芹改吊を何介した(三章)。いわば、「人民調停制

度はとこから米とかJ CどうなっているのかJ Cどこへ行こうとしているのか」

という順で論を進めてきた。

その中で、Cur住民μ治的であるか 01丁政的であるか」と「法的効力の有無」

の動態的相関関係、これまでの帝IJ)主に関するこ者択 的分析の問題点を指柏し、

必調停の退潮 訴訟の降盛をデータ的に示し、中国では、社会の l法化」現象、

つまり人々が裁判に頼らざるを得なくなりつつある現象が起きているではなか

ろうかとまとめ、③条文0)分析によって;，法占の意|叫を探 i')、改革の間出Qを

盤珂したり

本稿。)I 2002c51:草ぴ〉背阜、とf川、を探る」という謀也に対1る筆者の結論は以

下通りである A 今|口|の改革のきっかけは、人民調停の利川件数が激減したこと

であるつ改革の初いとは、人民調停制度を刊び絞能させ、その利用をI削11させ

ることである A 具体的な改革手段とは、人民調停に対する1J:1政関守の強化とu、
的以素0)所入である。これらの F段によって、当事者にとって裁判と|叶じ効呆

を得られる制民へ、いわばミニ裁判への変身が品みられたμ 人民調作制l肢がこ

のように変化L、再び機能すれば、紛<1'が訴訟まで発展したり、社会における

対立が顕在イじしたりするまえに、また、既に発生した民事紛争が激化して刑事

事件に変到するまえに人民品目停による処理がは」能となる一そのまえとは以卜三

6-8貝、白楊 L最高人民法院長) C人民法院比、加強対人民調解 l作的支持与

折導J 9-11 民、阪市森(司法部部長) C充分発科人民剥解三大職能努)J問者IJ

人民調肝土作詞「局両J 12-14頁、胡i畢古(司法部副部長) C大力加強司法川j-l主

設努JJj，占m新時期人民調桝 l作J15-16良、寅松布(最両人民法院百l院長)I大
力抗好人民法)足建設切実加強対人民調解工刊支持和業務指導J17-19頁ベ
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点与えられる 2 ①社会における対>iを即時に取り除き、社会0)'正定 秋)'[;0)維

持がごきること、③法院に持ち込まれる紛争を減らし、法院の負担を蛭減させ

ること、弓〉干十会σ〉火定・秩序が維持され、訴訟件数が減少すれば、党の執政地

f立を百川じできることである}

今回の改#において、もう つ社日すべき占とは、己主#は欧本・日本のAD

R潮流の中で千丁われ、止法行には人民調停をADRへ変身させるという泡識が

あったことである乙そのため、今回の改，)，円的は、人民調停の利用を増加させ、

従;j(の使命を取り片すだけでなく、それを実現「るために、人民調停制度にA

DE理論という新たな命を吹き込もうとしといることが読み取れる。

2 今後の課題

本稿においては、主に人民調停制度に関する規定の分析を通じて、制度設計

昔の意同を採ってきた。そのため、実務における人民調停の注用の実態につい

ては、なお明らかにされていないところか多いひとりわけ、調停活動に行政刀、

具体的にどのように関守しているのか、とのような人が調停委員になり、調停

が具体的にどのように行われた的か、なぜ法的効)Jが必!t:か、つまり、なぜ当

事背が一旦合志した後に翻，-;:-9るのか、などであるυ また、最近出版された人

民嗣停案件集何では、 l紛争の経緯J I 調停の過税J I調停の結果J I 嗣停の法的

恨拠 L条丈)J C許釈」とし寸順で事案調停を紹介してし、るりこれは、むしろ「:ょ

に準拠して調停を行う」という動きの現れである行これまでといlじ額型の事案

は、その処F平方法がどのように金わったのか、事案研究を通じて、人民調作制

度的変容を探る必法性も感じている c

本稿では、 2002年改1$:後も、なぜ人民調作の利「けが同復していないのかとい

う究他の問し、に明確な主与えを不寸に至らなかった〔その原岡にワいては、むし

ろこれから調停折、調停不IJ加者へのインタヒーュー調布などを通じて実務レベル

で探らなければならなL、2

本稿の冒頭では、 1111同人は平日を貴ぶのか」、「そのために剥停が川まれるか」

という主イじ[巾な考察まで深入りしないとした和を貴ぶ調停が好まれ)

裁判を使わない」という法文化的説明について、高見i"I;'麿教授は、ヱiに'1'同に

8.， 1/"'"玉華編『人民調解案例c ¥'ド凶検察出版社、 2006)。
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おいて数多くの紛すlが裁判所に持t，込まれている事実をザ、げ、「干日を貴ぶから

裁判はない、ということは、なしV と指摘した86 しカか、し、そもそも中困人は、

平相日を買ぶという省

いるのかも明らカか、に，-る必必、立盟zがあろう fο} 
lJ、近時の日本では、日本人の法意識や訴訟回避傾向について、再びぷ仰

が活刊化している88 し吋<hも欧米と比較して、けイーの訴訟利加がなぜ少ない

のかに着円して論をj1!:;めている占が特徴的である A しかし、比蚊法的な研究の

対象として、欧米の影響が薄く、古くから文化を共有してきた中国の現状 (Jf

訟と調停利用状況)を引証主準にし、「なぜ日本の訴訟が少ないか」との問題

にアブローチする手法もありうるのではないかに

その他、前述したように、ド大半・日本のADE潮流に乗り人民調停と ADE

と「る叫究があるじこれは、裁判外紛争処理手続の利聞という共通点に力点を

おき、，]，同を欧米・日本のU、宇と同じスタ トラインにすたせ研究を進めると

の光惣からくるものであろうひたしかに、中固にとってたとえば、戦前0)H本

のように、調作が白定的にi史われた時代から、戦後の"全面的否定論巴から「現

実的消極的手おむ乱1を経て「理論的情極的肯疋論」へ」泊との過程は、 l回り道」

に受け止められ亡もやむを得ないt 調作の再建に力白をおけば、中国も 気に

紛争処理のポストモダンになれるとの発旬、があってもおかしくな\， ì~ しかし、

中国が人民調停を再建「れば、果たして本当にポストモダンになれるのかどう

かについては疑問を感じる。こうした中、むしろ、]]本の， c全血的白、疋論1

から『現4文的出概的H~2論』を経て T珂論的結柘的白定論』へ」との過程を政

郎両見作麿 c，ド因。〉社会と法J (河合隼雄二))1日事雅信和田) ，人間の'C、と法， (有

斐悶200:-l)24:-]-261頁、

87 たとえば、儒教忠想、の伝統を持っと百われる中凶において、古くから l相l

を買ぷ」という強い価値観に支配されてきた結呆、実魚川においても 11[1同人

は利を貴ぶのだ」という鉛党に守っているのではないか、という;Jo明もあり得

る〕

附たとえば、合十嵐1青「向洋法学:庁が見た日本法 ョ日本人は裁判嫌い』

は神前かり」了現代比較法学の諸相， (f言山社、 2002イn271-292B，馬場健
「訴訟凶i~傾 I"J再考 古主化論的説明』へのレクイエム」和田仁孝=樫十J志

郎=阿部日樹編『法社会学の可能件J (法律丈化社、 21J1J4年) 123-146良。

州出，]，成町川見代?十会と裁判 I (目、丈堂、 1996年)'16買い
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調停好き神話。)j'jJ1J史(2・3じ)

索する必要がある c つまり、このような「回り道」をたどることが、 t去が社会

に浸透し、根付くことにどのような忠義があるのかを採るためごある{これら

の問題にワいて、今後の研究ぷ題としたいコ

※本稿の執筆にあたり、鈴木賢教授(北海道大引からご教示を得た。ここに

記して「期 目を支したい

※本稿は、 2ω3年!長~~200;i年 l支の日本学術振興会科学研究費補助金(特別研究

員奨励'I'i)による附究成果である p
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